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研究成果の概要：本研究においては，「経済レント・マーケットの形成」による農村資源の効率

的な活用方策を検討した。以下の 5 点に取り組んだ。（1）「経済レント」を活用した農村資源

取引市場システムの制度設計（資源経済学の理論モデルを応用）。（2）各種農村資源の，資源

需要者・供給者間における経済レント指標の作製（資源経済学の理論モデルを応用）。（3）農

村資源取引市場の運用システムとして，WWW による分散情報の集中管理と連携の利用可能性

検討（情報システム工学のモデルを応用）。（4）農村資源取引市場における決済手段の有効性

評価。地域通貨を含めた，各種決済手段の有効性比較（金融工学の理論モデルを応用）,（5）

農村資源取引市場導入による社会的経済厚生の計測（産業連関分析モデルを応用）。 
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ける農村資源利用放棄の主要因として，①資

源利用による収益水準が低い（儲からない），

②資源利用に必要な労働力が不足している，

などが指摘されている。中山間地域における

農地およびその他農村資源の利活用は，各資

源利用主体の主観的目標水準を満足するので

あれば，実行されるということである。この

ような状況を作り出せば，農村資源の利活用

促進を図ることが可能となる。本研究では，

こうした資源所有者および利用者間における

主観的目標に関する情報交換を，「経済レン

ト・マーケットの形成」により実現しようと

するものである。ここで経済レントとは，各

資源所有主体あるいは非資源所有主体が，資

源利用により確保を期待する便益（金銭的，

非金銭的便益を含む）を意味している。本研

究では，中山間地域の農村資源利活用促進の

ために成立可能な，経済レントの市場均衡を

いかにして達成するか，そのための市場シス

テムを低コストで稼働させるための方策につ

いて検討する。 

 

２．研究の目的 

（1）研究目的Ⅰ 

レント・マーケットがオープンになってから，

需要者・供給者が各自のレント水準をオファ

ーすることも一つの方策であるが，マーケッ

トをスムーズに運営するには，それだけでは

不十分と推測される。スムーズなマーケット

運用のためには，事前に，ある程度のレン

ト・メニュー情報の提供が必要と考えられ 

る。そうした情報提供のために，農業改良普

及センター，地方自治体，JA，大学等の研究

機関の役割と，それに伴うコスト・シェアー

を明確にする必要がある。 

このため，①各資源利用主体が各種の資源利

用により獲得を期待する（利用形態ごとに）

経済レントの種類（貨幣タームで計測可能な

経済レント，非貨幣タームで計測可能な経済

レント，等々）と，希望する水準を明らかに

する。また，②各種資源をどのように活用す

れば，どのような種類といかなるレベルでの

経済レントの達成が可能であるかという，資

源利用技術・形態に関する情報リストを作成

する。 

（2）研究目的Ⅱ 

農村資源利活用向上のための経済レント・マ

ーケットを運用するに際して，レントの決済

方法として，通常通貨（現金）決済，農産物

等を活用した現物決済（諸種の作業に対して，

農産物を報酬として決済する），都市農村交

流などの非金銭的な効用を通じての決済，だ

けでなく，地域通貨の導入可能性を検討する。 

（3）研究目的Ⅲ 

①地域産業連関分析を援用し，農村資源利活

用促進が，地域内所得などマクロ経済に及ぼ

す影響に加え，雇用や土地利用など地域資源

利用に及ぼす影響を計測する。 

②)産業連関表を拡張し，家計，企業，政府な

ど経済主体間の資金（地域通貨も含める）や

財の流れを含む社会会計表を生成し，その社

会会計表をベースとする応用一般均衡分析

により，農村資源利活用促進が地域内の社会

的余剰に及ぼす影響を計測する。特に，農村

資源活用による経済レントの増加分を，貨幣

タームのみに限定せず，非経済タームでも計

測し，その合計額と農村資源利活用のために

投入した費用との比較により，社会的視点か

ら見たレント・マーケットの有効性評価をお

こなう。 

 

３．研究の方法 

（1）経済レント・マーケットを機能させる 

ための市場システムの制度設計を行い，制度

設計した市場システムの稼働可能性に関す

る問題点・課題をリストアップする。また，

市場システムを支える各種主体（行政，普及，



 

 

JA，大学など）間における連携関係，コスト・

シェアーのあり方，コンピュータ上でのネッ

トワーク（インターネットなどを活用）の稼

働可能性に関して検討を行う。 

（2）レント・マーケットにおける決済手段 

の一つである地域通貨に関して，全国の事例

を調査し，問題点・課題を明らかにする。地

域通貨を経済レント・マーケットへ導入する

に際しての問題点・課題を明らかにする。ま

た，レント・マーケットにおいて，各種決済

手段それぞれの有利な点，不利な点を明らか

にする。 

（3）農村資源の利活用促進のために必要 

な，経済レントの種類とレントの基準指標に

関する基本的考え方の統一を図る。経済レン

トの種類をリストアップするため，若年農

家・高齢農家・中山間非農家・都市近郊非農

家，等々を対象として，アンケート調査を実

施する。研究対象とする農村資源の分類・整

理を行い，各資源の保全・利用管理により発

生すると考えられる経済レントの予測値を

計測する。 

 

４．研究成果 

（1）平成 20年度の研究成果 

①農業集落における放牧モデルの経済分析 

 耕畜連携型水田放牧システムの成立条件

とそれによる農地保全効果について，山口県

を事例に，実証研究を行った。このシステム

では，耕種側には，約 8 万円/10a の補助金，

畜産側では，飼料費削減が可能である。また，

農地の保全，集落の景観の維持，鳥獣害の軽

減など，市場では評価されない便益が発生す

る。この様な事例研究より，耕種側行動モデ

ルと畜産側行動モデルを定式化し，耕畜連携

の計量分析モデルを構築した。そして，補助

金など外生要因の変化，あるいは農地保全な

ど市場では評価されない便益が，耕畜連携と

水田の地代（レント）に及ぼす影響を分析し

た。 

遊休農地の放牧利用が，農地資源を経済的に

利活用する上で最適な技術であることを明

らかにした。放牧等の低投入型土地利用技術

推進には，地域の土地利用計画の見直し，水

田での草地管理技術の開発，家畜衛生管理，

畜産物評価の見直し，農林地の畜産利用によ

る環境影響の解明が必要である。また，より

合理的な放牧システムを目指し，水田での牧

草栽培と飼料イネを活用した周年放牧モデ

ルを営農現場で生産者とともに開発した。 

②棚田地域におけれる未活用資源活用方策

の検討 

 岡山県美咲町大垪和西地区では都市住民

ボランティアによる棚田保全活動が行われ

ている。しかし，延べ参加者数の減尐による

この活動の衰退が危惧されている。そこで，

対象地域の農家を対象として，①販売目的で

ない地元農産物で未活用となっている資源

量，②地元農産物に関する知識（収穫・加工・

調理等）の有無，③その様な知識の都市住民

への提供の可能性，を明らかにする。また，

これらの結果に基づき棚田支援隊活動の推

進に向けた，未活用地域資源の活用方策を検

討した。 

（2）平成 21年度の研究成果 

①放牧による地域経済波及効果の計測 

島根県隠岐郡島前地域を事例とし，肉用繁殖

牛の放牧が地域経済に及ぼす影響を，地域産

業連関分析により明らかにした。結果は以下

のとおりであった。肉用牛繁殖の産出乗数は

非常に低く，肉用子牛の付加的生産は他の地

域内産業の産出にほとんど影響しない。しか

し，肉用繁殖牛の産出をゼロにまで減尐させ

ることの影響を分析すれば，肉用繁殖が地域

経済の維持に尐なからぬ影響を持つことが

わかった。 



 

 

②農地の効率的な利用による周年放牧技術

の評価 

 牧草と飼料イネ，稲発酵粗飼料を生産し， 

50a/1 頭の水田で繁殖和牛を周年放牧できる

モデルを開発し，17.5ha の水田で周年 35頭

前後の繁殖和牛を放牧飼養できることを営

農現場で実証した。また，営農現場で得た技

術係数をもとに営農計画モデルを構築し，上

記のモデル適用による肉用牛繁殖経営の規

模拡大や省力化，飼料自給率向上，遊休農地

解消などの効果を定量的に明らかにした。 

③畜産廃棄物の有効利用による市場設立可

能性の検討 

 岡山県笠岡湾干拓地を対象として，堆肥市

場設立の可能性を検討した。まず，干拓地

内・干拓地周辺地域の耕種農家における堆肥

需要の分析を行った。その後，堆肥販売促進

の為に必要となる付加サービスの条件（低価

格販売，袋詰め・輸送・散布サービス）を明

らかにした。 

④海外の事例調査による地域資源利用状況

の把握 

 内モンゴルにおける地域資源の利用状況

を整理するため，産業別の活動状況を元に，

経済地帯区分を試みた。当地域における伝統

的な牧畜業の衰退と農業生産活動の拡大の

傾向について，空間的に整理した。 

（3）平成 22年度の研究成果 

①持続的な離島経済システムの検討 

離島経済の特徴を整理し，それを支える放牧

の重要性と成立要因を明らかにした。得られ

た知見は以下のとおりである。第１に，離島

経済が，財政移転に依存しながら，一方で域

際収支の赤字を拡大し，他方で GDP を拡大し

てきたことを明らかにした。第２に，財政移

転の削減が進むなか，GDP を維持し域際収支

を改善するためには，移出産業の振興が必要

性であることを示し，移出１単位が誘発する

所得や移入を産業間で比較することで，放牧

による和牛繁殖，林業，水産業といった自然

資源をベースとする産業の振興が特に必要

であることを明らかにした。第３に，耕作放

棄地が増加するなか，それを活用した放牧に

よる和牛繁殖が移出産業としての重要性を

増すことを示し，その振興のためには共同入

会放牧権の確立が必要であることを明らか

にした。 

②農地の効率的な利用による周年放牧技術

の評価 

不作付地の多い平場水田地帯の営農現場（茨

城県常総市）において、飼料イネや再生イネ、

水田裏作牧草の放牧利用など水田飼料資源

の効果的な利用技術を開発し、営農上の効果

を実証的に明らかにした。また、平場水田地

帯で生産した稲発酵粗飼料等を利用して、冬

春期に中山間地域の肉用牛を預託放牧する

｢放牧を介した広域の耕畜連携システムの開

発」に営農現場（茨城県結城市）で着手し、

適正な放牧預託料金の設定、冬春期の牧養力

水準などシステムの成立条件を明らかにし

た。 

③中山間地域の持続的な社会システム設立

の検討 

岡山県真庭市Ｔ地域を対象とし,住民に対す

るアンケート調査から,(1)生活環境に対す

る住民の評価,また地域のマネーフローを明

らかにし,対象地域の現状を把握した。その

後,地域に存在する技能資源の種類と住民の

技能提供意思を明らかにし,(2)技能資源の

活用により生み出し得る付加価値,(3)技能



 

 

資源を活用した地域内住民向けの生活関連

サービスの供給可能量を推計した。 
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